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1. 扶養の本質
(I) 扶養の意義
扶養の概念はいろいろの意味に使われているが，一般に「最広義には，ある
社会集団内部での生活資料の配分のしかた，すなわち，その社会において各人
がどのようにして生存を保障されているか」を意味し，「狭義には，自分の力だ
けではその生活を維持していけない者に対する生活上の援助をさす」とされて
(1) 
いる。
したがって，広い意味では「その内容は，それぞれの時代の生産関係を中心
(2) 
とする杜会構造全体を指す」とすれば，扶養の目的は，その杜会体制内でいか
に生活資料を分配し各人の生存を保障するかという，その社会の政治・経済関
係そのものを確立することである。つまりこの意味では，要扶養者の存在が政
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治・経済の仕組みに原因があるとすれば，その改良なり変革なりを追求するこ
とによって，個々人の生活保障の物質的条件を確立することである。これに対
して狭い意味では，現実に要扶養者が存在した場合にいかにして救済するかと
いうことであり，一般に法的な問題となるのはこの意味である。ここでは要扶
養者の存在をいかにしてなくすかという経済条件の確立の課題は全く捨象して，
現在の経済条件内での個別・具体的な要扶養者の救済をいかにして行なうかと
いうことか課題である。したがって，それはその社会の経済秩序の中で生活を
維持出来ない者に対して経済的援助を与えることによって，全体としての経済
秩序，すなわち社会経済体制の欠陥を補完する役割を果す。そしてそれは，経
済秩序との調和の範囲内でなされるために救済の不十分さはまぬかれないし，
扶養問題の根本的原因を除去することにもならない。したがって，真に扶養問
題を解決するためには，狭義の扶養の追求のみならず，広義の扶養の追求へと
発展させねばならない。
扶養は，個人が働く意思と能力があればいつでも生活資料を獲得できた時代
ならともかく，生産手段を私的独占的に所有され，生活資料の分配を杜会的に
規制された政治・経済の仕組みのもとにおいては，生活不能者・困窮者の救済
はそれを是認している国家・社会の責任である。扶養問題は，生産力が発展し，
生産関係との矛盾のない社会経済体制が確立すれば解決される問題であってみ
れば，当面存在する生活不能者・困窮者の救済は当然のことながら，その存在
を許している政治・経済の仕組みにも目を向ける必要かあろう 。
(2) 資本主義社会以前の扶養
歴史的にみれば，生産力が非常に低くて生産手段が共同所有されていた時代
には， 自然との斗いにうちかっために共同の扶け合いが必要であり，共同労慟
による生活資料の獲得がなされ，その分配も平等になされていた。しかし，生
産力の発展による余剰生産物の発生が私有財産を発生させることになり，経済
的不平等を拡大し共同の扶け合いを破壊して，個々人を生存競争の対立者にか
える。生産手段の私的所有は他人の労働力を搾取することを可能ならしめ，貧
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富の差の拡大と階級の発生をもたらすことになる。このことは，今まで共同体
成員の共同利益を守る共同事務を遂行する公的機関であった氏族組織が少数の
支配者の道具へ変質し，その利益を守る強制機関へと転化させ，新たな「公的
権力」を確立させることになる。
(3) 
そのことは，生存競争に敗れた多数の生活不能者・困窮者を出現させた。そ
してこれらの者の救済は，生産の単位としての個別家族がささえざるをえない
ことになり，それか出来ない場合には口ベらしのために遺棄・殺害することが
行なわれ，社会的にも是認されf立しかし，貧困者や生活不能者の放置が社会
不安を呼び起すようになるとこれらの者の保護を杜会的に規制する必要が生じ，
法律による扶養の義務づけも行なわれた。
例えば，家父長制家族が典型的に現われたローマでは， 古典時代には道徳的
義務ないし自然債務にすぎなかったが，帝政期には執政官が扶養しない家長を
特別審理手続によ って制裁を加えるようになり，扶蓑義務が家族関係の法的効
果として登場してくる。
(5) 
封建時代になると，生産手段である土地は封建領主に独占的に所有され，農
民は分与された土地を耕して封建地代をおさめ，経済外的強制と封建的位階制
による支配が行なわれた。しかし自然経済を基礎とし，農民か不完全にしろ土
地を保有出来， 自立経営をなしえたことは，生産共同体内の家族成員の最小限
の生活の保持を可能にしたものと思われる。
わが国の封建時代においては，家族が家長を中心とした「家」という特殊な
生活共同体を構成し，その 「家」の維持を中心として家族成員間に支配服従の
不平等な身分関係が確立された。そしてこの「家」の制度が扶養共同体として
の役割を担うと同時に，権力機構にも組み込まれて国家支配の杜会的基盤とな
っていた。親族の扶養は江戸時代には合力の制度によって訴訟的強制がある程
(6) 
度なされたが，世界的にみれば封建時代には一般に法的規制としては登場しな
(7) 
い。それは自然経済を中心として家族が生産の単位として機能しているかぎり，
家長が家族成員を扶養することが労働力の維持・再生産という反射的利益をも
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たらすために，政治権力が家族の生活保障に介入する必要かなかったものと思
(8) 
われる。
しかし，商品経済の発展によって新たに資本主義的生産関係が発生すると，
農民層や手工業者の分解を促進し，没落者が都市へ流出して賃労働者化し，あ
るいは浮浪化するようになる。 ヨーロ ッパでは，中柑昧こ期頃から生産手段を失
なって浮浪化した貧民が大量に出現し，それまでのように教会等の慈善だけで
はさはぎきれなくなり，新たな杜会問題をおこすようになる。その結果，治安
の維持や労働力確保の必要から貧困者の救済を社会的に規制する必要が生じ，
救貧制度という形での慈善的救済がはかられ，親族の扶養も法的な問題として
(9) 
登場してくる。英国における救貧制度は資本の原蓄過程と呼応して発展したと
いえる。
(3) 資本主義社会における扶養
1. 資本主義杜会においては，主な生産手段は資本家の私的所有に属し，大
部分の人々は自分の労働力を資本家に提供することによ って生活を保持する。
商品生産と分業を甚礎とするこの社会では，個人は商品生産の単位として労働
力も商品化されるが，形式的には自由• 平等・独立の主体者として自由• 平等
に商品生産に参加し， 自由• 平等に財産を取得する機会を与えられ，生活も自
由紅志にまかされる。こうした自由• 平等と自由競争を碁調としたブルジョワ
民主主義も経済的不平等は全く捨象されているため，経済的優者が支配し，資
本の論理も貰徹される。したがって，財産や生産手段をもたない個人は自分の
労働力を売る以外に生活の道かないから，結局は査本家の剰余価値の生産を目
的とする生産機構の中に組み込まれて生活を維持する。資本主義のもとでは，
生産力の発展により生産の規模が拡大して社会化されるが，その労働生産物は
資本家の取得となり富の増大にあてられる。この生産の杜会的性格と取得の私
的査本主義的形態との矛盾により，査本家はますます巨大な富を蓄柏し，労働
者はますます窮乏化を進行させる。そして，生廂の無計画性の故に生産と消費
との矛盾は不況や恐慌の原因ともなり，生存の自由すら保障されない無産の多
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くの大衆を生み出すことになる。さらに，独占資本は巨大化するなかで資本の
有機的構成を高度化し，相対的過剰人口をますます多くし，産業予備軍として
(IOI 
固定化する。技術革新が進行し，労働の生産性が高まっても，「合理化」や労慟
強化を必然ならしめ，労働者の生活破壊は進行する。又，生産力の発展による
「文明化」は表面的には生活内容を豊かにしているように見えても，消費生活の
高度化が「文化生活」を強制し，労働者の生活は圧迫されぶ［こうして労働者
階級の窮乏化は進行し，被保護階層は増大することになる。
2. ところがこうして生じた要保護者に対して，資本主義社会では私有財産
制度の当然の結果として生活自己責任の原則がつらぬかれ，生活維持の究極的
責任は家族が負うべきものとなる。つまり生活自己責任が支配するか故に，個
人はもっとも身近な血縁を中心として家族を構成し，生命と種の再生産のため
の生活共同体を形成する。しかし資本主義社会では，個人と国家・社会の利害
が対立するが故に，個人は家族紐帯を強化して自己の利益を擁護しようとする。
家族はいわば個人を社会の荒波から守る防波堤として作用する。階級矛盾が深
まればそれだけ家族は国家・社会に対して閉鎖的となり，階級対立が緩和し，
あるいは解消すればそれだけ家族は国家・社会に対して開かれる。こうして家
(12) 
族は扶養共同体として機能し，生活不能者や潜在失業者の救済の場としての役
割を果すことになる。
しかしなから，家族が自然経済を基礎とし生産の単位として機能していると
ぎならば，生命と種の再生産に対する家族の自立作用にまかせていてよかった
けれども，資本主義杜会においては，個人は商品生産の単位として資本の支配
と搾取の中に組み込まれるが故に，家族は生産の単位であることを喪失して労
働力の提供と再生産を目的とする消費生活の単位となった。このことは，今ま
で扶養する者の必要と利益に支えられてきた事実としての扶養を支える重要な
契機を弱体化することになる(~)その結果，資本主義経済の発展は大量の貧困者
を出現させ，それが社会不安となるにおよんで，国家は秩序維持と労働力確保
の必要からその救済を法的に規制するようになる。特に資本主義社会では，資
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(14) 
本の本質的要請として労働力の再生産が不可欠の課題として登場する。資本の
法則は剰余価値の生産を最大限に拡大しようとつとめるが，そのためには労働
カの再生産が充分になされて，労働者が最高の能力を発揮出来る状態で生産活
動に従事することが期待きれる。その結果， もっともその効果が発揮される家
族がその役割を担わされることになる。
こうして家族は資本主義的生産機構の中に組み込まれて，労働力再生産の場
としての機能を果すことを要請される。こうした家族の機能の変化にともな っ
て家族の規模は縮少し，家族制度は姪桔となって崩壊し，労働力再生産にも っ
とも都合の良い婚姻家族が一般化してくることになる。婚姻家族内の扶養が他
の親族間の扶養より重視されるのは，かかる資本の要請にこたえるものでもあ
る。
3. 一方，労働力再生産の要請が家族規模を縮少させるのとは反対に，国家
財政節減の要求からその親族間の扶け合いを奨励して，その負担を家族・親族
に転嫁する必要が生ずる。資本の原蓄過程においても，例えば英国では，救貧
法上の扶助費の確保又は節減の目的からその財源を家族・親族に負担させる方
針がとられ，その結果それまで事実又は社会規範的なものにすぎなかった私的
扶養か法律の対象とな った門そして，資本主義の発展とともに私的扶養は強化
されていくことになる。特に独占資本が国家との癒着を深め，帝国主義的，軍
国主義的要素をつよめるとともに， 軍事上や産業育成上の必要から国民生活の
向上や貧困者救済のための財政節減の要求は強化される。その結果親族集団に
(lro 
その負担が転嫁されることになる。わが国においては，明治以降法的にも家族
制度による親族の扶け合いが奨励され， 日本資本主義の低賃金と社会保障政策
貧困の肩代りをし，その発展に少なからず貢献して きた。
新憲法によってこのような家族制度は廃止されたけれども，新民法には少な
からずその残滓をとどめた規定は残っており，特に扶養規定においては家族制
度的色彩の濃いものとなっている。 具体的には，第897条の祭具等の承継を規
定することによって祖孫一体的な家族制度イデオロギーのよりどころを残し，
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第877条によって扶養義務者の範囲を「家」の制度に維持拡大し， 第730条 （親
放間の杖け合い義務）を新たに設けることによってその親族相互間の扶け合いを奨
励し， その仲介者として第878条（扶養の順序）， 第879条（扶養の程度・方法）にお
いて家庭裁判所に親族会の代替者としての役割を果させうるものとなっている。
それは「家」制度としての権威主義的なものは一応捨象されているけれども，「家」
制度を維持するための最小限のものは散在的ながら残されているし，特に扶養
共同体としての実効性は確保されている。
したかって，家族が生産の単位としての機能をまだ失なっていない農漁村に
おいては，家族制度が機能する余地が残っているし，資本の法則によって家族
が労働力の再生産の場としての役割を担わされた労働者家族においては，家族
制度は崩壊して個人は 「家」から解放されたけれども，法的には扶養義務によ
って「家」制度的扶養に拘束されることになる。こうして家族制度は一応形式
的には廃止されたけれども，支配階級は特に財政的な面において残存する家族
制度を最大限に利用しているといえる。
4. 資本主義社会においては，個人を資本の支配と搾取の中にくみこみ資本
の法則に従って動かすために，個人の上に「家」をおく家族制度の拘束は資本
にとって邪魔物となった。資本にとって労働力再生産か緊急の課題となり，家
族がその役割を担うことが要請されるとともに家族形態は縮少し，個人の能力
を最高度にひぎ出すのにも っとも都合の良い核家族が一般化し，育成されるこ
とになる。 しかしなから他方では，国家財政節減の要求か家族をして「家」制
度的に機能することを要求する。特に国家機関が独占体に従属させられた国家
独占査本主義のもとにおいては，大資本本位の政治・経済政策はさけられない
し，軍国主義・帝国主義復活への道を歩めば，それだけ社会保障への財政節減
は強化される。その結果は親族集団か国家責任の肩代りをさせられることにな
る。法的にも，民法の扶養規定や生活保謹法の世帯単位の原則など「家」制度
的機能をいとなむ装岡は確立されているからであるl~n
こうした私的扶養の強化ないし固定化は，私有財産制度の反映として生活困
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窮は個人の責任であり，扶養は生活共同体を構成しあるいは構成すべぎ血縁集
団においてなさるべきだとする生活自已責任による自助（＝相互扶助）の原則の
あらわれである。それは単に財源の不足からくるものではなく，利潤の追求を
最大の目的とし出来るだけ無駄な費用を使うまいとする資本の法則のあらわれ
でもある。資本の法則からいえば，私的扶養の強化ということは出てきても杜
会保障の強化ということは当然には出てこない。杜会保障の発展が労働運動の
(18) 
昂揚に対する資本の譲歩であり，修正資本主義を志向する社会問題対策である
とするならば，資本主義のもとでは，生産力の発展が直接には杜会保障の発展
に結びつかない。それ故に社会保障の要求・運動か要請される。しかし，資本
主義杜会においては，杜会保障が生活原則である自助の限界から生まれなから
(19) 
自助の否定ではなく自助の再編成でしかないとすれば， 自助の原則のあらわれ
としての私的扶養の固定化も資本主義の仕組みからくる必然的な現象というべ
きであろう。現行扶養制度が憲法25条を甚本理念としながら，資本主義経済の
仕組みのもとにおいては，生存権の保障はプログラム的規定でしかありえない
のであり，それ故に私的扶養は固定化を志向せざるをえないし， ここに法制度
としての限界も存在する。扶養問題の解決は，究極的には政治・経済の仕組み
の問題に帰着する。
(4) 扶養の根拠
民法は扶養義務を一定の親族関係にある者相互間の権利義務関係として規定
している。そこで何ゆえに扶養が親族間に義務づけられるかが問題となる。
本来，扶養権利者に対して法的に扶養請求権を行使せしめるためには，扶養
義務者に扶養状態の発生について何らかの責任かあることか必要である。しか
しその意味からすれば，家族が生産の単位であることを失なった今日において
は，ある個人が生活困窮をぎたした場合にその責任が家族集団にあるとは少な
くともいえないし，扶養責任が一定の親族に負わされる合理的根拠はないこと
になる9しかし，それが現実には法的に一定の親族間に義務づけられるのは，
第1には，私有財産制度の反映として個人がその能力と財産による自己責任の
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生活を強制される結果として，歴史的に生活の危険に対処する必要から血縁を
基礎とする生活共同体を中心に扶助集団を形成してきた家族ないし親族の存在
がそのよりどころとされ，法的規制の対象とされたものである。特に資本主義
社会のもとでは，生活困窮者の増大にともなって国家責任か法の対象となり公
の機関による扶助制度が発展してくるとともに，その財政節減の要求などから
親族の扶養が強制をともなう法的義務として確立されるようになる。それは特
に公的扶助との関連において，生活原則としての自己責任に基づく国家扶助の
限界を確立する必要から，親族扶養の範囲・内容・程度が法的に明確化される
ことになる門
第2には，資本の論理の下では，家族は国家体制を支える基本的細胞として
の役割を担わされ，資本の法則にしたがって機能することが要請される。その
ために家族が労働力の再生産と供給の場として位置づけられ，その効果を高め
(2) 
る理想的な形態としての婚姻家族か育成される。そして扶養は労働力再生産的
~31 
機能をいとなむと同時にその家族紐帯を維持強化する社会統制の手段として作
用する~~ したがって，生活共同関係を形成すべぎ理念型としての婚姻家族内の
扶養が重視されることになる門これに対して他の親族間の扶養が低くみられる
のは，労働力のない成人（不具・廃疾・老人等）は労働力の再生産にとって璽要性
をもたないし，労働力のある成人はむしろ労慟につかしめることにあるから，
失業救済の役割を果せばよいからである。その結果，「いわゆる婚姻家族を構成
する未成熟子や夫婦については，婚姻家族共同生活関係を維持するために，要
扶養者にたいして，他の家族構成員は扶養する義務が課せられるのであり， ま
た，三親等内の親族間にあっては，杜会か個人の生活保障を負担することを囮
避した結果， これらの親族中の扶養可能者をして要扶養者の生活を保障せしめ
る目的で，扶養義務が課せられている」といえる門
第 3には，個人の側からみれば，資本主義社会のような階級社会では個人と
国家の利害は対立する。そのために，個人は家族紐帯を強化して自已の利益を
擁護しようとするし，家族は国家と対立関係にある異質のもの としてあらわれ
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る。すなわち「家族は国家と個人の中間にあって，逆に個人を保護するという
機能をもつ」127)ことになる。こうした利害の対立のもとでは，国家が個人の生活
を全面的に保障する必然性をもたないと同時に，個人はその生活保障を家族集
団の中で解決しようという志向が慟く。それは，国家による全面的扶助が対価
関係にない一方的経済上の給付であるかぎり，一面において国家への従属関係
を深めざるをえないか，個人が国家への従属を好まず家族かその防壁として機
能するかぎり，家族内において扶養し合うことはその利益を守るために一定の
必然性を有するといえよう。もし家族が扶養制度の中で一定の役割を担う必要
性かあるとすれば一つの根拠となりうるか，それには限界があろう。しかし，
階級対立が解消し，国家と個人の利害が一致するようになれば，家族紐帯は弛
緩をして国家・社会に開かれることになるし，家族の扶養も必然性を失なうこ
とになる。「給付は国家が，世話は私人が~8) という標語は，階級対立のもとでは
幻想にすぎず，その解消が前提となろう。
注 (1) 末川博紺 『民ボ法学辞典』下巻1785頁（西原道雄）。
(2) 西原道雄 「扶養の史的渚形態とその背娯」『家族問題と家族法』V扶養19頁。
(3) エンゲルス（戸原四郎訳岩波文庫 ） 『家族・私有財産• 国家の起源』218頁参照。
(4) 西原・前褐論文（「扶養の史的諸形態とその背景」）21頁以下参照。
(5) 同論文・ 27頁以下。岩田健次 「ローマ法における扶養」『伊沢孝平教授還歴記念論文
見 285頁以下参照。
(6) —-応権利義関係としてとらえられているが請師的要素が強か っ た 。 石井良助 「明治
民法施行前の扶養法」『家族問題と家族法』 V扶養98頁以下参照。
(7) 西原・前掲論文 （「扶養の史的諸形態とその背景」 ）33頁。
(8) 古賀昭典「公的扶助と家族扶養」九大産労研所報『清水令二郎教授追悼論文集』
113頁註(5)参照。
(9) 同論文114頁以下参照。
(10) マルクス（長谷部文雄訳河出書房）『査本論』I497頁以下参照。
(1) 馬原鉄男・小関三平・真田是・仲村祥一編 『現代日本の社会問題』 I日本資本主義
と社会問題131頁以下参照（真田是）。
02) 家族の扶養的機能を強調するもの と しては，例えば，片岡昇・乾昭三・中山研—一編『法
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と現代社会』57頁参照（松本暉男）。
(13) 古賀 ・前掲論文111頁。
(14) マルクス・前掲書451頁参照。
(15) 古賀・前掲論文11I, 112頁。
(16) 神岡浪子「私的扶養と公的扶助との関係」都市問題47巻 6号60頁。
(17) 小川政亮『家族・国籍・社会保障』105頁。有地亨「家族法秩序における論理構成」
法政研究33巻 （『浜田教授還歴祝賀論文集』） 438頁。
(18) 角田豊・小倉襄二編 『現代の社会保障』 45頁。
(19) 高島進 『社会保障と杜会福祉』 35, 40貞。
(20) 藪玉夫「親族扶養の法的性格に関する——•試論」 法学会論集 7 巻 2 号89頁参照。
(Zl) 西原道雄「社会保障における親族の扶養」ジュリスト 301号52, 53頁。
(2) 婚姻家族の概念につい ては，有地亨『家族制度研究序品』407頁以下参照。
(;3) 藪• 前掲論文92頁 。
(24) 西原道雄「生活保護法における親族の扶養義務」私法16号87頁参照。
(25) 湯沢薙彦 「核家族と扶養義務」『法とはなにか』 ジュリス ト増刊44頁参照。
(26) 有地亨 「扶養契約」『契約法大系』 V特殊の契約(1)271頁。
(27) 有地・前褐論文434頁，有地・前掲翡419頁参照。
(28) 沼正也『親族の総論的構造』 128頁C
2. 扶養義務の限界
(I) 扶養義務の概念
民法上の扶養義務は，—一般に 2 つの性質の異なる概念から成るとされている 。
それは，未成熟子に対する親の扶養および夫婦間の扶養とその他の親族間の扶
養とであり，前者を生活保持の義務，後者を生活扶助の義務として構成する。
中川善之助教授によると，「生活保持の義務とは，親が未成熟の子を養うか如
く， また夫婦が互いに扶養し合うが如く，扶養をなすことがその身分関係の本
質的不可分的要素をなし，相手方の生活を扶養することが直ちに自己の生活を
保持する所以でもある如き場合である。……一言にしていえば，扶養するとは
自已の生活保持に外ならないのである」。これに反し生活扶助の義務は，「扶養
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するのは，偶然的・例外的の現象てある。養わない兄弟とい っても， 少 しも不
思議ではなく，むしろその方が好ま しい常態であるとい ってもいいのである。
ただそのリうが何かの事梢のため生計不能となった際に，他の一方かその生活
を支持する義務を負わされるのである。外部より他の者の生活を扶け助ける意
味である」とされる。そしてその扶養の程度について は， 「生活保持の義務は相
手方、即ち子または配偶者の生活を自已の生活の一部として保持する義務であ
るから，扶養の程度は自己の生活程度に均しく，生活の全面的保持でなければ
ならない。こ れに反し生活扶助の義務は相手月の生活を維持するため， 自己の
地位相応な生活を犠牲にすることなしに給与しうる生活必要't1だけでよい。-・つ
は最後に残された一片の肉までを分け与えるべぎ義務であり，他は已れの腹を
満たして後に余れるものを分かつべ苔義務てある。『自から生きる権利は他を
養う義務に優先する』という原則は生活扶助の義務についてのみいいうること
1 
である 」と論じられる。
これは，中）I教授が昭和 3年にスイス民法の規定やコーラ ーの学説をもとに
展開され，発展された理論であり？以後わか国の通説として支配的な地位を保
持している。そして， これは扶養が「家」的原理に支えられていた 1日法下にお
いては， 婚姻家族の扶養の独自性を承認させるこどによって家族制度的制約を
排除する機能を果し，公的扶助 との関係における親族扶養の限界を明らかにし
て，扶養法の発展にも貢献してきた（〗しかし｀査本主義の発展により「家」制
度か一応崩壊し，小家族による労働者家族を中心とした現代家放のもとにおい
ては，不合理な点もあるということで近時この扶養義務の概念について批判的
見解も出てい訊そこで， これ らの見解を整理しつつ若干の検討を加えてみた
し‘。
(2) 批判と検討
中川説に対する批判は，大苔く分けると大体次の 3つの立場に分かれる。
第 1の立場は，そのような扶養義務の区別そのものは承認しながら，その両
者の差異や特に生活保持義務の内容について見解を異にするものであリ，第 2
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の立場は，小家族中心ということは認めながらも扶養義務を多様化させ，両種
の扶養義務の区別そのものに反対する見解であり，そして第 3の立場は，婚姻
家族内の夫婦間の扶養についても相対的なものにすぎないとして，未成熟子中
心の扶養を主張する見解である。この 3つの立場のうち，第 1の立場はかなり
多いが，第 2' 第3の立場は少数である。
1. まず第 1の立場は，扶養義務を 2つに分けることには反対ではないか，
生活保持の義務が夫婦・親子という「身分関係の本質的不可分的要素」である
ことに反対し，両種の扶養義務の差は質的なものではなく 量的なものにすぎな
いとする。
その理由について青山教授は，扶養制度を発展的に考えた場合に， 「これまで
の社会関係において，いちおうそのような外観を呈したにしろ，将来，発展し
てい〈社会関係においては， もし国家が直接に個人の生存権を保障するならば，
夫婿・親子間の生活保持か不必要となることもけ っして予想されぬことではな
い。……だいたい家父長制大家族制度か行なわれていたとぎは，家族全員の生
活保持がその内部で行なわれていたのであり，かかる大家族が解体して小家族
にな ったのであるから，生活保持もその範囲を縮少したのである。だから，現
在の段階において， 夫婦・親子の扶養を重くみるのは当然であるか，国家か個
人の生活を保障する窮極の理想においては，生活保持も生活扶助も質的な差で
はなく，たんに程度の差にすぎないのであって，それは現段階におけるいちお
うの区別にほかならないであろう門とされる。
そして更に西原教授は，扶養義務の内容から見た場合に，「親族的扶養か法的
な権利義務として登場するときにはむしろ親族関係の中の純経済的側面か問題
の中心となることが多い」とし，現実にも扶養が法的問題となり国家権力が介
入する多くの場合には，「当事者間に共同生活は存在せず」，扶養当事者かとも
に複数であ ったり，第三者の利害もか らまり，公的扶助との関連が重要な問題
となること等のため，「同一の規準での量的な比較を迫られる」ことか多いし，
又 「非経済的な要素については法的な強制の困難なものが多い」ことから，扶
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養義務を経済的給付にかぎるべきことを主張される(~ そうすれば，「両種の義務
が『本質的に』異なるとい って もそれは成立の根拠についてだけいえることで
あって，義務の内容には質的ふ差異はない~)とされる。
中川教授が2つの扶養義務は質的に異なるとされる場合には，婚姻家族内の
(8) 
扶養を固定的・静止的に考え，「経済的給付としての扶養を超える保護」を期待
していることが大ぎな原因となっている。扶養は社会の経済関係の矛盾の反映
であるとすれば，社会の発展と関連させてとらえることが必要であり， また個
人の尊厳の立場からみれば，婚姻家族内といえども人格的強制をともなう保護
を法的に要求することは好ましくない。なぜなら「親族・家族関係の中から経
(9) 
済的要素だけを抽き出すことは可能である」からである。
それでは， このように両種の扶養義務の差異を質的なものとみるか量的なも
のにすぎないとみるかということが何故に重要となるかというと，具体的には
憲法25条の生存権との関係をどう考えるかということで異なってくるからであ
る。
例えば中川教授は，生活保持義務は「最後の一片の肉， 一粒の米までをも分
け食らふべき義務］゜）であり，「夫婦・親子の生活保障は無限的な家庭責任の上に
成立つ門ものであるとしているのに対し， 青山教授は「生活保持の義務を一片
のパンをもわかちあう義務とし，最低生活以下の程度をもわかち合うことを義
務とすることは，道徳的にはともかくとして，法律上の立場からはどんなもの
であろうか。……生活保護法が『扶養義務者が扶養をなし得る』というのは，
扶養義務者に健康で文化的な最低生活をなす余裕があることを前提とすべきで
あり， しかもこの前提要件は，いわゆる生活保持の義務にもあてはまる門とさ
れる。
したがって，扶養が夫婦・親子という「身分関係の本質的不可分的要素」で
あるかどうかということは，婚姻家族内の扶養責任を「無限責任」とするかど
うか ということに通ずる。それは，単に扶養を家族の存立条件とみるかどうか
とか，婚姻家族を歴史的範晴でない普遍的な理念型とみるかどうかという問題
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だけでなく，国家権力との関係で家族をどう位置づけるかということにもかか
131 
わってくる。扶養が一般に破綻し異常化した家族関係のあらわれであるにもか
かわらず，「扶養するが故に親子であり，夫婦でありうるわけであって，養わな
い親，養わない夫婦というものは，吹かない風とか，流れない川とかいうよう
に，観念的に矛盾である門とするのは，扶養の社会統制的側面に重ぎをおいた
考え方である。破綻した家族関係に対して正常な家族関係の原則を適用しよう
とするのは、扶養の法規範としての側面よりも，法規範が社会規範として作用
する側面にウェイトをおいて，婚姻家族の家族結合の強化を志向するものであ
る。家族形態や扶養は生産関係を中心とした社会経済関係によって規定される
ものであり，扶養し合わない親子や夫婿かあっても，生活が保障されればその
方か本人のためにいい場合もありうる門
問題は扶養するかしないかが家族関係の保持になるかどうかということでは
なく，扶養することか家庭を破壊し，生存を あやうくするという場合に，その
責任を国家と個人のいずれに求めるかということである。国家は「私的扶養の
弾力性にウ ェイトを置いて，社会的，国家的保障の振巾をはか
or っている」とす
れば，そうした場合に窮乏化した家族に無限責任を負わせるということは，国
家的要請にこたえても国民の利益とは縁かない。中川説の論理は，直接には生
活に困らない中流家庭を前提とした立論であって，扶養義務の区別は「一部の
ブルジョア的市民にのみ通用する区別であって，経済問題や住宅問題の関係か
ら親子二世帯の同居を強いられている多くの庶民には縁がない］りとされるのも
理由がある。扶養の責任を社会的責任としてとらえるか ぎり，婚姻家族内とい
えども最低生活は保障さるべきであり， 「生活水準を割 ってまでの生活保持
Unterhaltを強調するのは， もはや生存権を無視した立論というはかない？
結局，婚姻家族内の扶養を無限責任とすることは，国家と家族の間で扶養分
配の調和をはかると同時に国家の扶養責任を婚姻家族の範囲内で免責するもの
であり，社会保障の貧困を補完する役割を果すものである。
なお特異な見解として，私的保護法の理論から要保護性の補完を事実的監護，
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行為的監護，経済的監護の 3つの態様に分け，扶養は可量的な経済的給付とし
しつつも，夫婦とその未成熟千間においては，必然的生活共同か存frするが故
に不可量的な事実的監護が可煎されて生活保持の義務を形成する。これに対し
て，それ以外の親族間においては，必然的生活共同を欠くか故に可屈的経済給
付とならさるをえないとする説がある門
この説は，経済上の給付が発展的に国家的扶養へ移行さるべきことを説く点
は青山説と同じ批判の立場に立つが，生活保持の義務は「経済上の給付を超え
(20) 
た，各般の保護との複合体としての扶養」とするから，結局は両種の扶養義務
の異質性を認めることになり，中）I[説と共通する点もある。私的保護法の体系
化は論理的で発展の契機も含んではいるが，私法，公法，杜会法にわたる全体
としての扶養秩序の中で，私的保護と公的保護との扶養分配の調和を志向する
ので，私的扶養は社会保障制度の充実度に反比例することになり門私的保護の
強調か公的扶助の枠を狭め，私的扶養を強化し固定化させ，国家の責任を家族
へ転化させるおそれがあるといえよう門
2. 第 2は， 2種の扶養義務の区別に反対する立場である。鈴木教授は， 2 
つの扶養義務の区別が可能な具体的事例から考えて，かならずしも合理的なも
のではないとされる。そして民法の規定 (878,879条）か，扶養の順序・程度・
方法はすべて， まず協議で，そして協議か調わないときは家庭裁判所が「•切
の事情を考慮して」定めるとしていることから，扶養義務の多様性を主張され
る。すなわち，「扶養義務の程度・順位については，一方の極に，婚姻中の夫婦
が牛まれたばかりの赤ん坊に対する場合のようなものと，他方の極に，今まで
一度も会ったことのない伯父が放蕩で身をもち〈ずして，食わせてくれと突然
やって来た場合のこの伯父に対するようなものとがあり，その中間に，具体的
事情に応じて，無限のニュアンスをもった多様な扶養義務が存在する」とされ
る。そして，小家族中心ということは扶養義務を決定する一つの屯要なファク
ターにすぎず，他のファクターいかんによっては扶養義務の強度も変わってく
る。 したかって，「保持義務」 と「扶助義務」は，「扶養義務の両極のいわば理
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念型を示す言葉としてなら認められてよいが，具体的事案における具体的扶養
義務をまず『保持義務』か『扶助義務』かと規定し，それによって，その効果
を定める， とい った態度は，避けられなければならない」と論じられる門
これに対して，中川教授は扶養義務の「強さ 」と扶養額の高低とは別問題で
あり，鈴木教授はこの両者を混同しているものだとされ，「ただこうした程度の
高低だけで，扶養義務を最高のものから最低のものへと配列することは，実は
解釈理論の問題ではなくて，『一切の事情を考慮して』（民879条）決定される裁
量の問題である。そして『保持義務』というのは，程度の高低に拘わらず，先
ず満たされなければならぬ性質の扶養義務である門と反論される。
この批判はあたっていないこともないが，裁量の問題にしても同じであろう。
要するに鈴木説は，扶養義務の決定を裁判官の自由裁量にまかせるということ
であろう。この点は民法の規定に忠実であるが，扶養義務の決定を家庭裁判所
ヘ白紙委任する点において，場合によっては私的扶養を強化される可能性が存
在する。裁判官の自由裁量にまかせることによって，「ことに，『一切の事情を
考慮して』 （民879条）の名のもとに，実は『家』的イテオロギーや国益論的観点
から門，「生活扶助義務の内容を生活保持的なものに近づけられ，その結果公的
扶助が後退して私的扶養に大ぎくよりかかられるいとぐちを与える危険を自覚
しなければならない」。
~6) 
扶養紛争は非訟事件として処理されるから， 具体的事情によ っては，生活保
持の扶養か生活扶助的なものにとどまることもあるし，又その逆もありうるこ
とから 機械的な適用は妥当でt
切）
といっーとはいえるか，全く扶養義務の
区別を排除するということは一定の危険を伴う 。 したかって，いろいろな要素
が考慮されるのは良いが，裁判官の専断をゆるさない何らかの解釈の基準は必
要であろう。
次に，扶養義務を多様化させた場合には，公的扶助との関係がかならずしも
はっきりしない。中川説の場合は，婚姻家族を限界として家族と国家との間で
扶養責任の分配を志向するので，婚姻家族内の扶養（生活保持の義務）は私的扶養
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の分担だから最低生活を割っても負担すべき絶対的扶養義務となるのに対し，
それ以外の親族間の扶養（生活扶助の義務）は本来は公的扶助が負担すべきものだ
から余裕があれば負担すべぎ義務となる。
しかしなから，公的扶助の側においてこれに対応した規定かあるわけではな
〈，すべての私的扶養か公的扶助に優先するところに鈴木説が出てくる根拠が
ある。人間の生きる権利に変りがないとすれば，私的扶養が程度をおとした場
合に，公的扶助の側にこれを受け入れる体制かなければならない門その意味で
は鈴木説は合理性をもつが，反面において私的扶養の負担が強化されるおそれ
なしとしない。そのために， この説では，扶養の分担の問題ではなくて扶養の
程度において，すなわち最低生活の保障の問題を厳格に解することが必要とな
ろう。
例えば，石井氏によれば，「自己責任の原則を基調とする近代法のもとでは，
生活困窮者の生存を維持するための扶養義務でさえ余儀なく承認された例外で
あるから，相手方の生活困窮を要件とせず， かつしばしば最低限度の生活維
持を超えるところの一体的な生活保持のため経済的援助を義務付けることは，
親と未成熟の子の間であっても，明文の規定なくしては許されない『9)とされる。
3. 第 3の立場は，特に夫婦間の扶養について通説と見解を異にし，未成熟
子中心の扶養をとくものである。稲子宜子氏は次の 3つの点から通説を批判す
る。 1つは，生活保持義務か「身分関係の本質的不可分的要素」であることに
ついては青山説と同様に否定した上で， 2番目には，未成熟子に対する親の扶
養と夫婦間の扶養とはかならずしも同等ではないとされる。
すなわち，未成熟の子は労働能力をもたないから，「自分名儀の財産をもって
いるというごくまれなばあいをのぞき，現在の条件のもとでは，親またはこれ
にかわるものによる扶養を絶対的に必要とする。これにたいして配偶者は，老
令であるとか不具廃疾であるとか，妻のとぎはこれに加えて乳幼児を保育して
いるというばあいをのぞけば， 自分の労働で自分の生活をたてる能力をもって
おり， したがってかならずしも他の配偶者による扶養を必要とするとはいえな
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い。すなわち夫婦間の扶養は，未成熟の子にたいする親の扶養とちかって，相
対的なものにすぎない。それにもかかわらず，通説か夫婦間扶養を未成熟の子
にたいする扶養と同じように絶対的なものとみているのは，妻は夫に扶養され
なければ生活できないという，今日支配的な『主婦婚』の形態を固定的なもの
とみ， これを暗黙のうちに前提としている」からである。
3番目には，通品は「扶養の問題を，小家族を典型とする家族的共同生活関..... 
係と直接的にむすびつけてしまった」が，現実には「扶養紛争が，家族共同体．．．． 
のなかでおきることは，ほとんどない」。このような場合に， 「夫婦間の扶養を，
破綻についての責任の所在をぬきにして画ー的に生活保持義務であるとするこ
とはできない」し， 「また夫婦のどちらに破綻の責任があるか，判断するのがむ
すかしいばあい，その間の扶養義務を生活保持か生活扶助かという二者択ーで
処理することは適切ではない」。
以上のことを考え合わせると，夫婦間の扶養はかならずしも生活保持義務と
はいえないし，他の親族間の扶養，特に親にたいする子の扶養との間には，質
的な区別をする必要はない。「結局扶養にかんする通説は，小市民的な小家族の
理論に駐礎をおき，小家族のそとにあるものの犠牲において，小家族のなかに
あるものの利益だけをまもろうとするものである」と主張されぷ:o~
夫婦間の扶養か未成熟子に対する親の扶養と同様に生活保持の義務として重
くみられるのは，脊本主義杜会特有の現象であり，女性か「自己の労働収入に
よって生活をささえることが困難な資本主義社会の婚姻関係に対応する，特殊
な思想〗11 ともいえる。杜会主義社会においては，「男女の完全な平等が，たんに
法の上で形式的に保たれるばかりでなく，実際上も女性が社会的，経済的に男
性と同様の活動をなし地位の独立を保持することか保障されている偲］ために，
「夫婦間の扶養関係は夫婦相互に相対的・制限的門なものとして， 「未成年子の
(34) 
扶養を中心として構成される」。
社会制度が異なり、女性の地位が低く就労の機会がかならずしも保障されて
いない資本主義社会においても同様に解しうるか否かは考慮を要する問題では
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あるか，夫婦間の扶養が生活保持義務とされるのは，むしろ妻が夫の労働力再
生産と子供の養育にもっぱら献身することを第一義とする家族観のあらわれで
ある。それは，直ちに生活には困らないが，夫が扶養しなければ婚姻生活を維
持出来ない小市民的夫婦関係を前提としたものであり，共働ぎしなければ生活
を維持出来ない労慟者家族には虹接縁はない。それは， 女性の男性への経済的
従属を固定化させるものであり，女性の保護を志向しながら女性の地位の向上
とは結びつかず，現実には生活保護行政において厚生省当局により最大限に利
0~ 
用されている。女性といえども，生活困窮の場合には，労働能力をもつかぎり
自分の生活はまず自分で立てることを原則とすることが結局は女性の自立や地
位の向上に役立つものであり，扶養の問題が実際にも共同生活関係にない場合
に生することを考え合わせると，夫婦間の扶蓑を一片のパンをも分ち合う関係
06) 
として絶対化することは疑問である。
尚，夫婦間の扶養については，その扶養義務の根拠を本質的生活共同性に求
めて，夫婦か共同生活関係をなしているときは生活保持義務であるが，「その破
綻別居の度合 （＝分離の距離）に応じて生活保持義務性は変質し薄 く」 なり， 「最
低限度いわゆる生活扶助義務に至る」 とする見解がある。
罰
この説は， 夫婦間の扶養と未成熟子に対する親の扶養を区別し，前者を低く
みる点では稲子説に類似するが，前者の扶養義務を多様化させる点で鈴木説に
通ずる。 したかって，扶養義務の「大きさ」は解釈の問題ではなくて裁量の問
題だとする中川善之助教授の鈴木教授に対する同じ批判か当りうる。「破綻的別
居夫婦の扶養こそが夫婦扶養の理論構成の中心」であることを認めれば，正常
な夫婦関係には扶養の問題は法的には起らないし，起るとすれば多くは扶養す
1381 
ることが自己の生活の破壊をもたらす場合であるから，稲子説のように扶養義
務を生活扶助的とした上で後は裁量で処理しても不都合はないであろう 。この
説は，扶養義務の多様化の根拠を婚姻破綻の度合にのみ求めているが，扶養か
経済関係の破綻であるかぎり，経済的要因にもその根拠を求める必要かあろう 。
その点，経済生活の破綻を自力で解決出米るかどうかという被扶養者の労働能
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カの有無による自活可能性に根拠を求める稲子説の方が論理的である。
(3) むすぴ
以上により，いわゆる生活保持の義務と生活扶助の義務の概念について，学
説を整理し検討を加えてぎた。はとんど定説化されてきたこの概念にも，考え
方や立場の違いにより，異なった見解も存することがわかる。
中川説に対する批判は 3つの立場からなされているが，結論的にいえば，稲
子説がすぐれているように思う。青山説は，生活保持の義務か「身分関係の本
質的不可分的要素」であることを批判し，両種の扶養義務の区別が質的なもの
ではなく程度の差にすぎないとしたが， これはその区別を質的な差とするか量
的な差とするかということか，公的扶助との関係において，生活保持義務者に
一片のパンをも分ち合う関係として最低生活を割っても扶養すべきものとする
かどうかにかかわってくるからである。 この説の積極的意義は，生活保持義務
といえども憲法25条の最低生活の保障は適用さるべぎことを指摘した点にある。
又，西原説は扶養を経済的給付にかぎることによって扶養義務の内容を明確化
させ，量的な比較を可能な らしめた。 しか し，これらの説は，両種の扶養義務
の区別そのものを否定するわけではないから，中川説を根本的に否定するもの
ではなし‘。
これに対して，鈴木説は，中川説の矛盾を具体的に示しなから，生活保持義
務も生活扶助義務も上限と下限の問題として扶養義務を多様化させ，両種の扶
養義務の区別は，「少なくとも法技術的概念としては重要性がない。『とした。こ
の説は法律の規定に忠実であり，具体的事実に即応しようというところは評価
出来るが，扶養義務の決定を裁判官に白紙委任する点で私的扶養が強化される
可能性か存するし，公的扶助との関係か不明確になるのも気になる。
一方，稲子説は，夫婦間の扶養が他の三親等内の親族間の扶養，特に子の親
に対する扶養義務と異ならないことを指摘し，未成熟子中心の扶養を主張する。
これまで扶養義務の程度をきめる根拠を，身分関係の濃淡あるいは生活共同関
係の必然性に求められてぎたが，稲子説では被扶養者の労働能力の有無による
- 66 -
- 67 -
自活可能性がむしろ根拠になっている。資本主義社会ではその経済の仕組みか
ら完全雇用は成立せず，労慟能力者といえども自活の道はかならずしも保障さ
れていないという事情はあるが，個人か真に自由• 平等・独立の人間として生
活の主体性を保持していくためには， まず自力によって生活の確立をはかる意
義は大きい。経済的に従属した主体性のない生活は，人間を真に幸福にするも
のではない。それは夫婦間においても例外ではないであろう。その意味におい
ても，労動能力の有無を一つの要素として考えることは意義かある。確かに血
縁の近いものが共同生活関係を形成するし，共同生活すべきものの扶け合いが
重くみられるのはわかるが，扶蓑は経済関係であり，政治・経済の仕組の矛盾
から生じるものであってみれば，家族関係の本質論からばかりでなく，経済的
本質をふまえたものも考慮されなければならない。労働能力者の自活を基本と
することは被扶養者に苛酷なようにもみえるが，個人の生活の主体性を確立し，
労働能力者が自力で生活を立てうる経済条件の確立の課題と結びつけるならば
積極的意義を有する。
夫婦間と親・未成熟子間の扶養が，「これら力呪蒻囮家族を構成するため，同一
の生活水準が要請される(4『という意味で重くみられるのは当然ではあるか，扶
養が法的問題となるのは，家族関係が正常でないか破綻している場合であり，
正常な家族関係の生活原則をこれらにそのま 、あてはめるのは適切ではない。
そして又，扶養問題を解決し，個人の真に幸福な生活条件を確立するという変
革の立場からみれば，労働能力あるものの扶養 （夫婦間の扶養）を「生活保持」
として夫帰間の問題に限定するよりも，社会保障の代替物として公的扶助との
関連でとらえる方がより有意義である。
尚， 一般に身分関係や生活共同関係が扶養義務の要素として考えられている
が：41)それらが家族を形成する根拠となっているし，生活共同の必然性が高い程
その利益を守るために生活の同一性や相互協力が要請されざるをえないという
意味で重要視される理由はある。
したがって，扶養義務の程度を決定する場合には，血縁に基礎をおく生活共
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同関係の必然性の度合と労働能力の有無による自活可能性が判断の基準とさる
べきであり，生活共同関係の必然性が高い程，労働能力がなく自活可能性が低
い程扶養義務の「大きさ」は重くなる。したがって，労働能力がなく，必然的
生活共It」を要請される未成熟子の扶養がその中心となるべぎである。扶養義務
の「強さ」を区別するとすれば，未成熟子の扶養を生活保持的な義務として構
成してもかまはないが， 一片のパンをも分ち合う関係として最低生活を割って
も扶養すべぎものとすることは適切ではない。その他の扶養は夫婦間の扶養を
含めて生活扶助的な義務として構成することが出来るが，具体的事情による扶
養義務の「大きさ」は上述の原則を基準に裁量によって決定さるべぎことであ
ろう。
更に，公的扶助との関係についていえば，生活扶助の義務の公的扶助への移
行を説くことも重要であるが， より 重視さるべぎことは憲法25条の「健康で文
化的な最低限度の生活」を保障させることである。資本主義社会では，その構
造上から，プログラム的でしかないともいえるが，そうであるからこそそれを
要求することは重要である。憲法25条を実質化させ，その保障の裏付けされた
政治，経済の仕組みを確立することが扶養問題の究極的課題であろう。
注 (1) 中川善之助『親族法』580, 581頁。尚，中川教授は生活保持の義務を身分関係の本
質的属性として重視しつつも，その論拠を生活共同関係に求められるから，「夫婦・親
子の生活保持義務は，その基盤として一体的の生活共同があることに由米する。従っ
て別居する夫婦・親―fの間には生活保持の義務はなく，あるとしても扶助の義務かあ
るに止まるのを常とする」ことになる（同書， 583頁）。
又，中川説と同 じ立場に立つものとして，親族扶養の根拠を親族関係自体の中に求
めつつも生活共同態の存在を法的に擬制して，「親族扶養の義務は親族共同生活態にお
ける共生義務の ・形態に外ならない」とするものに於保教授の見解がある （中川善之
助編『,¥f.釈視族法』下237,238頁（於保）参照）。この説は生活共同関係に頂点をおくが，
その結合力の強弱の差による扶養義務の区別については身分関係によって決定するの
て，理論つけは異なっていても結果的には中川説と異ならない。中川説か身分関係の
本質的不可分的要素とするのに対し，於保説では生活共同態の本質的要素とする点か
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頁以下参照。尚，この批判については，山中康雄 『市民社会と親族身分法J 62頁参照。
しかし，中川説は，「生活保持と生活扶助に関する私の見解は……•••三十余年前の拙稿
と．基本的には少しも変っていない」とされている（中川善之り」 「扶養義務の 2つの
原型について」学習院大学法学部研究年報 I280頁）。
(3) 深谷松男「夫婦扶養の法的構造 扶養法研究序説」金沢大学法文学部論集法経
篇13号125-127頁，田中実「夫婦の扶養」『家族問題と家族法JV扶養231,232貞参照。
(4) 於保不二雄編集 『注釈民法』 (23)親族(4)370, 371頁参照（太田武男）。
(5) 青山道夫『家族法論』 229, 230頁。青山道夫『改訂家族法論』 I232頁参照。
(6) 西原道雄「親族的扶養の法的保障」 (1)法学協会雑誌74巻104頁。
(7) 谷口知平・加藤・浪B編集『民法演習』V親族・相続138頁 （西原道雄）。同旨．谷口
知平・加藤一郎編集 『新民法演習J 5親族・相続151頁（山崎賢一）。
(8) 西原道雄 「生活保護法における親族の扶養義務」私法16号96頁。
(9) 西原・前掲論文（「親族的扶養の法的保障」） 104頁。
(JO) 中川・前掲論文 （「親族的扶養義務の本質」(1))15頁。
(I) 中川・前掲書 ・591頁。中川教授は，憲法25条は親族の扶養（生活扶助の義務）に
はあてはまるか，大婦・親子の扶養（生活保持の義務）にはあてはまらないとされて
いるようである（同書590, 591頁参照）。
(12) 青山・前掲書・ 235, 236頁。青山・前掲書（改訂）237, 238 頁参照。 同旨．西原• 前
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又， イスラエルのキプツのように，家族は夫婦単位て形成されても， f-i共は別の宿
舎で生活し，その'/'?用はキプツの負担であるから，夫婦・親子が扶養し合わない例も
ある。青山・前掲書（改訂）233頁註(5), 山根常男 『キブツの記録』142頁以下参照。
(16) 神岡浪f「私的扶養と公的扶助との関係」都市問題47巻6号62頁。
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(19) 沼正也「親族の扶養」 『家族問題と家族法J V扶養276, 290-293頁，沼正也「公的
扶助と私的扶養との限界」 r家族法大系』V親権・後見・扶養138頁参照。
(20) 沼正也 『親族法の総論的構造』124頁。
(21) 例えば，「私的保護法の発展は，公的保護法の発展とつねに表裏一体的である」とし
ている（沼• 前掲論文（「親族の扶養」）295頁参照。
(2) 利谷伍義「現代家族法理論の一考察」法律時報462号9頁。有地亨「家族法秩序に
おける論理構成」法政研究33巻414, 415頁。尚，沼理論を「戦後のわか民法学の最大
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である。これか生活保護法の立法の際に問題となりながら受け入れられなかったとい
うことは，立法上は公的扶助の側において中川説をかならずしも容認していないこと
をホす。小山進次郎 『改訂増補生活保護法の解釈と運用』85頁以下，川崎秀司「公的
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または労力で生活することのでぎない場合にだけ牛活特を給する義務かある（「我屁栄
『親族法』86頁）としているし，その扶養の程度についても「両者の責任の程度，査廂
状態，職業能力その他諸般の情清を考慮して，最悪の場合にも，在に最低限度の牛活
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